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国立大学法人岡山大学管理学則

平成１６年４月１日

岡 大 学 則 第 １ 号

改正 平成１７年３月２４日学則第１号

平成１８年１月２６日学則第１号

平成１８年３月３０日学則第４号

平成１９年２月 １日学則第１号

平成１９年３月３０日学則第３号

平成２０年１月３１日学則第１号

平成２０年３月２７日学則第４号

平成２１年１月２８日学則第１号

平成２１年３月２７日学則第４号

第１章 法人

第１節 総則

（法人の目的）

第１条 国立大学法人岡山大学（以下「法人」という。）は，岡山大学を設置し，大学の教

育研究に対する国民の要請にこたえるとともに，我が国の高等教育及び学術研究の水準

の向上と均衡ある発展を図ることを目的とする。

（業務の範囲等）

第２条 法人は，次の各号に掲げる業務を行う。

一 岡山大学（以下「本学」という。）を設置し，これを運営すること。

二 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ

と。

三 法人以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以

外の者との連携による教育研究活動を行うこと。

四 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。

五 本学における研究の成果を普及し，及びその活動を推進すること。

六 本学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって国立大学法人

法施行令（平成１５年政令第４７８号）で定めるものを実施する者に出資すること。

七 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

２ 法人は，前項第６号に掲げる業務を行おうとするときは，文部科学大臣の認可を受け

なければならない。

第２節 役員及び職員組織等

（役員）

第３条 法人に，役員として学長，理事及び監事を置く。

２ 学長は，法人の長であるとともに，第２８条に定める学長となる。

３ 役員に関し必要な事項は，別に定める。

（職員）

第４条 法人に次の職員を置く。

一 一般職員

二 教育職員

三 医療職員
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四 その他の職員

２ 職員の職務は，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の定めるところによるほか，

学長が定めるものとする。

３ 第１項第２号の教育職員のうち，教授，准教授，講師，助教及び助手を教員という。

４ 職員に関し必要な事項は，別に定める。

（法人監査室）

第５条 法人に，法人が定めた方針及び施策に沿って適切に業務が行われているか監査し，

併せて監事との連携及び会計監査人との連絡調整を行うため，法人監査室を置く。

２ 法人監査室に関し，必要な事項は，別に定める。

第３節 会議

（役員会）

第６条 法人に，法人の重要事項について学長の意思決定に先立ち議決を行う機関として，

役員会を置く。

２ 役員会に関し，必要な事項は，別に定める。

（経営協議会）

第７条 法人に，経営に関する重要事項を審議する機関として，経営協議会を置く。

２ 経営協議会に関し，必要な事項は，別に定める。

（教育研究評議会）

第８条 法人に，教育研究に関する重要事項を審議する機関として，教育研究評議会を置

く。

２ 教育研究評議会に関し，必要な事項は，別に定める。

（学長選考会議）

第９条 法人に，学長候補者選考等を行う機関として，学長選考会議を置く。

２ 学長選考会議に関し，必要な事項は，別に定める。

第２章 大学

第１節 大学の目的等

（大学の目的）

第１０条 本学は，広く知識を授け深く専門の学芸を教授研究して，知的，道徳的及び応

用的能力を展開させ，日本国家及び社会の有為な形成者を育成するとともに，学術の深

奥を究めて，その成果を広く社会に提供することにより，世界文化の進展に寄与するこ

とを目的とする。

（自己評価等）

第１１条 本学は，教育研究水準の向上を図るとともに，前条の目的及び社会的使命を達

成するため，教育及び研究，組織及び運営並びに施設及び設備（以下「教育研究等」と

いう。）の状況について，全学及び学部等ごとに自ら点検及び評価（以下「自己評価」と

いう。）を行い，その結果を公表する。

２ 前項の自己評価については，本学の職員以外の者による検証を受けるよう努めなけれ

ばならない。

３ 第１項の自己評価に加え，教育研究等の総合的な状況について，定期的に文部科学大

臣の認証を受けた者の評価（以下「認証評価」という。）を受けるものとする。

４ 自己評価等に関し，必要な事項は，別に定める。

（教育研究等の状況の公表等）

第１２条 本学は，教育研究等の状況について，全学及び学部等ごとに定期的に公表する
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とともに，刊行物，ホームページ等への掲載その他広く周知を図ることができる方法に

よって，積極的に情報を提供する。

第２節 大学の構成

（学部・学科・課程等）

第１３条 本学に次の学部及び学科又は課程を置く。

学 部 学 科 ・ 課 程

文学部 人文学科

教育学部 学校教育教員養成課程
養護教諭養成課程

法学部 法学科

経済学部 経済学科

理学部 数学科
物理学科
化学科
生物学科
地球科学科

医学部 医学科
保健学科

歯学部 歯学科

薬学部 薬学科
創薬科学科

工学部 機械工学科
物質応用化学科
電気電子工学科
情報工学科
生物機能工学科
システム工学科
通信ネットワーク工学科

環境理工学部 環境数理学科
環境デザイン工学科
環境管理工学科
環境物質工学科

農学部 総合農業科学科

２ 学部又は学科に学科目を置く。

（大学院）

第１４条 本学に大学院を置く。

（専攻科）

第１５条 本学に次の専攻科を置く。

特別支援教育特別専攻科

（別科）

第１６条 本学に次の別科を置く。
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養護教諭特別別科

（附置研究所）

第１７条 本学に次の附置研究所を置く。

資源生物科学研究所

２ 附置研究所に研究部門を置く。

（附属病院）

第１８条 本学に，附属の教育研究施設として，附属病院を置く。

２ 前項の附属病院の名称は，岡山大学病院とする。

（学部及び研究科附属の教育研究施設等）

第１９条 本学に次の学部及び研究科附属の教育施設又は研究施設を置く。

教育学部 教育実践総合センター

理学部 臨海実験所，界面科学研究施設

農学部 山陽圏フィールド科学センター

医歯薬学総合研究科 薬用植物園

２ 本学に次の附置研究所附属の研究施設を置く。

資源生物科学研究所 大麦・野生植物資源研究センター

（全学センター）

第２０条 本学に，教員その他の者が共同して教育若しくは研究を行い又は教育若しくは

研究のため共用する施設その他全学的業務を行う施設として，次の全学センターを置く。

評価センター

保健管理センター

環境管理センター

総合情報基盤センター

教育開発センター

外国語教育センター

スポーツ教育センター

学生支援センター

アドミッションセンター

国際センター

医療教育統合開発センター

自然生命科学研究支援センター

廃棄物マネジメント研究センター

埋蔵文化財調査研究センター

第２１条 削除

（全国共同利用施設）

第２２条 本学に，大学教員その他の者で，当該施設の目的たる研究と同一の分野の研究

に従事するものに利用させ，もって学術研究の発展に資するための施設として，次の全

国共同利用施設を置く。

地球物質科学研究センター

（附属学校）

第２３条 本学に次の学部附属学校を置く。

教育学部 附属幼稚園，附属小学校，附属中学校，附属特別支援学校

（附属図書館）

第２４条 本学に附属図書館を置く。

２ 前項の附属図書館に分館を置く。

第２５条 削除
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（規則）

第２６条 第１３条から第２４条までに関し，必要な事項は，別に定める。

第３節 機構

（機構）

第２７条 本学に，本学の重要な目的を達成するための組織として，次に掲げる機構を置

く。

教育・学生支援機構

研究推進産学官連携機構

２ 教育・学生支援機構は，本学の教育理念・教育目標の下に，入学者の受入れ，教育体

制の充実，学生生活及び就職の支援等について，関係する全学センターや学部・研究科

との連携を図りながら，主体的に企画・立案し，実施する。

３ 研究推進産学官連携機構は，本学の戦略に基づく研究推進及び産学官連携を企画・立

案，実施することによって，本学における広範な領域の学術研究の推進を図るとともに，

学術研究の成果である知的財産を組織的に管理・活用・保護する。

４ 前３項に規定するほか，機構に関し，必要な事項は，別に定める。

第４節 職員組織その他

（学長）

第２８条 本学に学長を置く。

２ 学長は，校務をつかさどり，所属職員を統督する。

（副学長）

第２９条 本学に副学長を置く。

２ 副学長は，学長の職務を助ける。

（学部長）

第３０条 本学の各学部に学部長を置く。

２ 学部長は，その学部に関する校務をつかさどる。

（副学部長）

第３１条 本学の各学部に副学部長を置くことができる。

２ 副学部長は，学部長の職務を助ける。

（学科長）

第３２条 各学部の学科に学科長を置くことができる。

２ 学科長は，その学科に関する事項を整理する。

（資源生物科学研究所の所長）

第３３条 資源生物科学研究所に所長を置く。

２ 所長は，資源生物科学研究所に関する事項を掌理する。

（副所長）

第３４条 資源生物科学研究所に副所長を置くことができる。

２ 副所長は，所長の職務を助ける。

（病院長）

第３５条 岡山大学病院に病院長を置く。

２ 病院長は，岡山大学病院に関する事項を掌理する。

（副病院長）

第３６条 岡山大学病院に副病院長を置くことができる。

２ 副病院長は，病院長の職務を助ける。

（学部及び研究科附属の教育研究施設等の長）
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第３７条 本学の学部及び研究科附属の教育施設及び研究施設並びに資源生物科学研究所

附属の研究施設にそれぞれ長を置く。

２ 前項の教育施設及び研究施設の長は，当該学部長若しくは研究科長又は資源生物科学

研究所長の命を受け，その施設に関する事項を処理する。

（全学センターのセンター長）

第３８条 全学センターにそれぞれセンター長を置く。

２ 全学センターのセンター長は，その所掌する施設に関する事項を掌理する。

（全学センターの副センター長）

第３９条 全学センターに副センター長を置くことができる。

２ 全学センターの副センター長は，センター長の職務を助ける。

（地球物質科学研究センターのセンター長）

第４０条 地球物質科学研究センターにセンター長を置く。

２ センター長は，地球物質科学研究センターに関する事項を掌理する。

（副センター長）

第４１条 地球物質科学研究センターに副センター長を置くことができる。

２ 副センター長は，センター長の職務を助ける。

（附属学校園の長）

第４２条 附属学校に校長（幼稚園にあっては園長）を置く。

２ 附属学校の校長及び園長は，教育学部長の命を受け，その学校及び園に関する事項を

処理する。

（附属図書館の館長及び分館長）

第４３条 附属図書館に館長を置き，分館に分館長を置く。

２ 館長は，附属図書館に関する事項を掌理する。

３ 分館長は，館長の命を受け，分館に関する事項を処理する。

（副館長）

第４４条 附属図書館に副館長を置くことができる。

２ 副館長は，館長の職務を助ける。

（機構長）

第４５条 機構にそれぞれ機構長を置く。

２ 機構長は，機構に関する事項を掌理する。

（副機構長）

第４６条 機構に副機構長を置くことができる。

２ 副機構長は，機構長の職務を助ける。

（事務組織）

第４７条 本学に，事務組織を置く。

２ 事務組織に，事務職員その他必要な職員を置く。

３ 事務組織に関し，必要な事項は，別に定める。

（名誉教授）

第４８条 本学の学長，副学長，学部長，教授，准教授又は講師として勤務した者であっ

て，教育上又は学術上特に功績のあった者に対し，名誉教授の称号を授与することがで

きる。

２ 名誉教授の称号の授与に関し，必要な事項は，別に定める。

第５節 会議

（部局連絡会）

第４９条 本学に，円滑な大学運営に資するため，部局連絡会を置く。
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２ 部局連絡会に関し，必要な事項は，別に定める。

（教授会等）

第５０条 本学の各学部，大学院の各研究科，資源生物科学研究所，岡山大学病院及び地

球物質科学研究センターにそれぞれの教育研究に関する重要事項を審議する組織とし

て，教授会を置く。

２ 保健管理センター，環境管理センター，教育開発センター，外国語教育センター，ス

ポーツ教育センター，学生支援センター，アドミッションセンター，国際センター，医

療教育統合開発センター，自然生命科学研究支援センター，廃棄物マネジメント研究セ

ンター及び研究推進産学官連携機構に，教授会として運営委員会を置く。

３ 教授会及び教授会としての運営委員会に関し，必要な事項は，別に定める。

第６節 教育内容等の改善のための組織的な研修等

（組織的研修等）

第５１条 本学は，教員の教育内容及び教育方法の改善を図るため，全学及び学部等ごと

に組織的な研修及び研究を実施するものとする。

第７節 学生の定員等

（収容定員等）

第５２条 学部，学科等別収容定員等は，別表第１のとおりとする。

第３章 大学院

第１節 大学院の目的等

（大学院の目的）

第５３条 岡山大学大学院（以下「大学院」という。）は，学術の理論及び応用を教授研究

し，その深奥をきわめ，又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び

卓越した能力を培い，文化の進展に寄与することを目的とする。

２ 大学院のうち，学術の理論及び応用を教授研究し，高度の専門性が求められる職業を

担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的としたものは，専門職大学院と

する。

（自己評価等）

第５４条 大学院は，教育研究水準の向上を図るとともに，前条の目的及び第５７条から

第５９条までの規定による修士課程，博士課程又は専門職学位課程の目的並びに社会的

使命を達成するため，教育研究等の状況について，大学院及び研究科ごとに自己評価を

行い，その結果を公表する。

２ 前項の自己評価については，本学の職員以外の者による検証を受けるよう努めなけれ

ばならない。

３ 第１項の自己評価に加え，教育研究等の総合的な状況について，定期的に認証評価を

受けるものとする。

４ 前項に定めるもののほか，専門職学位課程にあっては，当該専門職学位課程の設置の

目的に照らし，教員組織その他教育研究活動の状況について，定期的に認証評価を受け

るものとする。

５ 自己評価等に関し，必要な事項は，別に定める。

（教育研究等の状況の公表）

第５５条 大学院に係る教育研究等の状況の公表については，第１２条の規定を準用する。
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第２節 大学院の構成

（研究科，専攻，課程及び講座等）

第５６条 大学院に置く研究科及び専攻並びにその課程の別は次のとおりとする。

研 究 科 名 専 攻 名 課程の別

教育学研究科 学校教育学専攻，発達支援学専攻，教科教育学専攻， 修士課程

教育臨床心理学専攻

教職実践専攻 専門職学位

課程

社会文化科学研 社会文化基礎学専攻，比較社会文化学専攻，公共政 博士課程

究科 策科学専攻，組織経営専攻 (前期２年)

社会文化学専攻 博士課程

(後期３年)

自然科学研究科 数理物理科学専攻，分子科学専攻，生物科学専攻，

地球科学専攻，機械システム工学専攻，電子情報シ 博士課程

ステム工学専攻，物質生命工学専攻，生物資源科学 (前期２年)

専攻，生物圏システム科学専攻

地球惑星物質科学専攻 博士課程

先端基礎科学専攻，産業創成工学専攻，機能分子化 博士課程

学専攻，バイオサイエンス専攻 (後期３年)

保健学研究科 保健学専攻 博士課程
(前期２年)

保健学専攻 博士課程
(後期３年)

環境学研究科 社会基盤環境学専攻，生命環境学専攻，資源循環学 博士課程

専攻 (前期２年)

社会基盤環境学専攻，生命環境学専攻，資源循環学 博士課程

専攻 (後期３年)

医歯薬学総合研 医歯科学専攻 修士課程

究科

創薬生命科学専攻 博士課程

(前期２年)

生体制御科学専攻，病態制御科学専攻，機能再生・ 博士課程

再建科学専攻，社会環境生命科学専攻
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創薬生命科学専攻 博士課程

(後期３年)

法務研究科 法務専攻 専門職学位

課程

２ 社会文化科学研究科，自然科学研究科（地球惑星物質科学専攻を除く。），保健学研究

科，環境学研究科及び医歯薬学総合研究科の創薬生命科学専攻は，前期２年の博士課程

（以下「博士前期課程」という。）及び後期３年の博士課程（以下「博士後期課程」とい

う。）に区分する博士課程とし，博士前期課程は，これを修士課程として取り扱い，医歯

薬学総合研究科の生体制御科学専攻，病態制御科学専攻，機能再生・再建科学専攻及び

社会環境生命科学専攻は，医学及び歯学を履修する博士課程（以下「医学及び歯学の博

士課程」という。）とする。

３ 法務研究科の課程は，第６０条で定める法科大学院の課程とする。

４ 教育学研究科の教職実践専攻の課程は，第６０条の２で定める教職大学院の課程とす

る。

５ 研究科に講座又はこれに代わる組織を置き，その種類その他必要な事項は，別に定め

る。

６ 第１項から第５項までに定めるもののほか，研究科に関し，必要な事項は，別に定め

る。

（修士課程）

第５７条 修士課程は，広い視野に立って精深な学識を授け，専攻分野における研究能力

又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うこと

を目的とする。

（博士課程）

第５８条 博士課程は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又は

その他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊

かな学識を養うことを目的とする。

（専門職学位課程）

第５９条 専門職学位課程は，高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び

卓越した能力を培うことを目的とする。

（法科大学院の課程）

第６０条 前条の専門職学位課程のうち，専ら法曹養成のための教育を行うことを目的と

する課程は，当該課程に関し，法科大学院の課程とする。

（教職大学院の課程）

第６０条の２ 第５９条の専門職学位課程のうち，専ら幼稚園，小学校，中学校，高等学

校，中等教育学校及び特別支援学校の高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員

の養成のための教育を行うことを目的とする課程は，当該課程に関し，教職大学院の課

程とする。

（兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科の教育研究の実施）

第６１条 兵庫教育大学大学院の連合学校教育学研究科の教育研究の実施に当たっては，

本学，兵庫教育大学，上越教育大学及び鳴門教育大学が協力するものとする。

２ 前項の連合学校教育学研究科に置かれる連合講座は，兵庫教育大学，上越教育大学及

び鳴門教育大学の教員とともに，本学教育学研究科の教員が担当し，又は分担するもの

とする。
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第３節 教員組織

（教員組織）

第６２条 研究科の教員組織は，各研究科において定めるものとする。

２ 研究科の授業は，教授，准教授，講師又は助教が担当するものとする。

３ 研究科の研究指導は，教授又は准教授が担当するものとする。ただし，研究科におい

て必要があると認めるときは，講師に担当若しくは分担させ，又は助教に分担させるこ

とができる。

（研究科長）

第６３条 各研究科に研究科長を置く。

２ 研究科長は，その研究科に関する校務をつかさどる。

（副研究科長）

第６４条 各研究科に，副研究科長を置くことができる。

２ 副研究科長は，研究科長の職務を助ける。

（専攻長）

第６５条 各研究科の専攻に，専攻長を置くことができる。

２ 専攻長は，その専攻に関する事項を整理する。

第４節 教育内容等の改善のための組織的な研修等

（組織的研修等）

第６６条 大学院は，教員の教育内容及び教育方法の改善を図るため，研究科ごとに組織

的な研修及び研究を実施するものとする。

第５節 学生の定員等

（収容定員等）

第６７条 研究科専攻別収容定員等は，別表第２，別表第３及び別表第４のとおりとする。

第４章 雑則

（学則の改廃）

第６８条 この学則の改廃は，役員会の議を経て行う。

２ 前項の役員会の審議に先立ち，法人の経営に関する部分については経営協議会におい

て，法人の経営に関する部分を除く部分については教育研究評議会において審議を行う

ものとする。

附 則

１ この学則は，平成１６年４月１日から施行する。

２ 第１３条及び第５６条の規定にかかわらず，岡山大学学則等を廃止する規則（平成

１６年岡大規則第１号）第１条の規定により廃止される岡山大学学則（以下「旧学則」

という。）及び岡山大学大学院学則（以下「旧大学院学則」という。）の規定により置か

れた下表に掲げる岡山大学及び岡山大学大学院の学部及び学科並びに研究科及び専攻

は，平成１６年３月３１日に当該学部等に在学する者が在学しなくなるまでの間，存続

するものとする。

学部又は研究科 学科又は専攻
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岡山大学 文学部 人間学科，行動科学科，歴史文化学科，言

語文化学科

教育学部 小学校教員養成課程，中学校教員養成課程，

特別教科（美術・工芸）教員養成課程

法学部第二部 法学科

経済学部第二部 経済学科

薬学部 薬学科

工学部 精密応用化学科

岡山大学大学院 文学研究科 人間学専攻，行動科学専攻，歴史文化学専

攻，言語文化学専攻

法学研究科 法務専攻，公共政策専攻，地域法政専攻

経済学研究科 経済学専攻

医学研究科 生理系，病理系，社会医学系，内科系，外

科系

歯学研究科 歯学専攻

文化科学研究科 人間社会文化学専攻，産業社会文化学専攻

自然科学研究科 物質科学専攻，生物資源科学専攻，システ

ム科学専攻，知能開発科学専攻

３ 前項の規定により存続する学部等における学生の教育に係る事項については，旧学則

又は旧大学院学則の例によるものとする。

４ 旧学則第２０条の規定に定める第二部主事は，法学部第二部及び経済学部第二部が存

続する間，それぞれ置くものとする。

５ 別表第１の規定にかかわらず，平成１６年度から平成１９年度までの文学部，法学部，

経済学部及び歯学部並びに合計の収容定員は，次の表のとおりとする。

学 部 学科・課程 平成 平成 平成 平成

16年度 17年度 18年度 19年度
人 人 人 人

文学部 人文学科 175 350 525 700

従前の学科 人間学科 90 60 30 0

行動科学科 90 60 30 0

歴史文化学科 120 80 40 0

言語文化学科 225 150 75 0

計 700 700 700 700
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法学部 法学科

昼間コース 205 410 615 820

夜間主コース 20 40 60 80

従前の学科 法学科 615 410 205 0

従前の 法学科 260 190 120 60

第二部

計 1,100 1,050 1,000 960

経済学部 経済学科

昼間コース 205 410 615 820

夜間主コース 40 80 120 160

従前の学科 経済学科 615 410 205 0

従前の 経済学科 260 190 120 60

第二部

計 1,120 1,090 1,060 1,040

歯学部 歯学科 350 350 350 350

計 350 350 350 350

合 計 9,560 9,480 9,400 9,340

６ 別表第２の規定にかかわらず，平成１６年度及び平成１７年度の文学研究科，教育学

研究科の家政教育専攻，教育組織マネジメント専攻及び計，法学研究科，経済学研究科，

文化科学研究科，医歯学総合研究科の社会環境生命科学専攻及び計並びに合計の収容定

員は，次の表のとおりとする。

修 士 課 程 医学及び歯学の博士課程

博士前期課程 博士後期課程

研究科名 専 攻 名 収容定員 収容定員

平成 平成 平成 平成

16年度 17年度 16年度 17年度
人 人 人 人

従前の 文学研究 人間学専攻 8 0 － －

研究科 科 行動科学専攻

標準在学コース 5 0 － －

長期在学コース(３年) 2 1 － －

歴史文化学専攻 10 0 － －

言語文化学専攻 18 0 － －

計 43 1 － －

教育学研究科 家政教育専攻 7 6 － －

教育組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 6 12 － －

計 13 18 － －

従前の 法学研究 法務専攻 16 0 － －

研究科 科 公共政策専攻 12 0 － －

地域法政専攻 12 0 － －

計 40 0 － －

経済学研 経済学専攻 18 0 － －

究科 計 18 0 － －

文化科学研究科 社会文化基礎学専攻 30 60 － －

比較社会文化学専攻 42 84 － －

経営政策科学専攻 28 56 － －
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社会文化学専攻 － － 12 24

従前の 人間社会文化学 － － 12 6

専攻 専攻

産業社会文化学 － － 12 6

専攻

計 100 200 36 36

医歯学総合研究科 社会環境生命科学専攻 － － 88 88

計 － － 88 88

合 計 214 219 124 124

７ 別表第３の規定にかかわらず，平成１６年度及び平成１７年度の法務研究科及び合計

の収容定員は，次の表のとおりとする。

研 究 科 名 専 攻 名 平成16 平成17
年度 年度

人 人

法務研究科 法務専攻 60 120

計 60 120

合 計 60 120

附 則

１ この学則は，平成１７年４月１日から施行する。

２ 改正後の第５０条第１項の規定にかかわらず，医歯学総合研究科の教授会は，平成

１７年３月３１日に在学する学生が当該研究科に在学しなくなるまでの間，存続するも

のとする。

３ 改正後の第５６条第１項の規定にかかわらず，保健学研究科（修士課程）及び医歯学

総合研究科は，平成１７年３月３１日に在学する学生が当該研究科に在学しなくなるま

での間，存続するものとする。

４ 改正後の第５６条第１項の規定にかかわらず，自然科学研究科の分子・生物科学専攻，

薬品科学専攻，医療薬学専攻，環境システム学専攻，環境保全工学専攻，数理電子科学

専攻，基盤生産システム科学専攻，物質分子科学専攻，生体機能科学専攻，生命分子科

学専攻，資源管理科学専攻，地球・環境システム科学専攻及びエネルギー転換科学専攻

（以下「従前の専攻」という。）は，平成１７年３月３１日に在学する学生が当該専攻に

在学しなくなるまでの間，存続するものとする。

５ 第３項及び第４項の規定により存続する研究科における学生の教育に係る事項につい

ては，従前の例によるものとする。

６ 改正後の別表第２の規定にかかわらず，次の表に掲げる研究科及び専攻係る年度別の

収容定員は次の表のとおりとする。

修 士 課 程 医学及び歯学の博士課程
博士前期課程 博 士 後 期 課 程

研究科名 専 攻 名 収容定員 収容定員

平成１７年度 平成１７年度 平成１８年度

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

自然科学研究科 数理物理科学専攻 ７２

分子科学専攻 ２３

生物科学専攻 ２０

地球科学専攻 ３８
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機械システム工学専攻 １６６

電 子 情 報 シ ス テ ム 工 学 専 攻 １４１

物質生命工学専攻 １３０

生物資源科学専攻 ７７

生 物 圏 シ ス テ ム 科 学 専 攻 ６７

先端基礎科学専攻 １５ ３０

産業創成工学専攻 ２３ ４６

機能分子化学専攻 ２３ ４６

バ イ オ サ イ エ ン ス 専 攻 ２８ ５６

分 子 ・ 生 物 科 学 専 攻 ３８

薬品科学専攻 ３３

従 医療薬学専攻 ２０

環 境 シ ス テ ム 学 専 攻 ３４

前 環 境 保 全 工 学 専 攻 ３１

数 理 電 子 科 学 専 攻 ３４ １７

の 基盤生産システム科学専攻 ３４ １７

物 質 分 子 科 学 専 攻 ３２ １６

専 生 体 機 能 科 学 専 攻 ３４ １７

生 命 分 子 科 学 専 攻 ３２ １６

攻 資 源 管 理 科 学 専 攻 ２４ １２

地球・環境システム科学専攻 ２４ １２

エ ネ ル ギ ー 転 換 科学専攻 ３２ １６

計 ８９０ ３３５ ３０１

保健学研究科 保健学専攻(修士) ２６

保健学専攻 ２６ １０ ２０

計 ５２ １０ ２０

環境学研究科 社会基盤環境学専攻 ３０ ６ １２

生命環境学専攻 ２６ ５ １０

資源循環学専攻 ５０ １１ ２２

計 １０６ ２２ ４４

医歯学総合研究科 医歯科学専攻 ２０

生体制御科学専攻 １２０ ８０ ４０

病態制御科学専攻 １０８ ７２ ３６

機 能 再 生 ・ 再 建 科 学 専 攻 ９０ ６０ ３０
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社会環境生命科学専攻 ６６ ４４ ２２

計 ２０ ３８４ ２５６ １２８

医 歯 薬 学 総 合 研 究 科 医歯科学専攻 ２０

創薬生命科学専攻 ６５ １６ ３２

生体制御科学専攻 ４０ ８０ １２０

病態制御科学専攻 ３６ ７２ １０８

機 能 再 生 ・ 再 建 科 学 専 攻 ３０ ６０ ９０

社会環境生命科学専攻 ２２ ４４ ６６

計 ８５ １４４ ２８８ ３８４

附 則

１ この学則は，平成１８年４月１日から施行する。

２ 改正後の第１３条の規定にかかわらず，教育学部総合教育課程及び薬学部総合薬学科

は，平成１８年３月３１日に在学する学生が当該課程又は学科に在学しなくなるまでの

間，存続するものとする。

３ 改正後の第５０条第１項の規定にかかわらず，文化科学研究科の教授会は，平成１８

年３月３１日に在学する学生が当該研究科に在学しなくなるまでの間，存続するものと

する。

４ 改正後の第５６条第１項の規定にかかわらず，文化科学研究科は，平成１８年３月

３１日に在学する学生が当該研究科に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。

５ 第２項及び前項の規定により存続する課程及び学科並びに研究科における学生の教育

に係る事項については，従前の例によるものとする。

６ 改正後の別表第１の規定にかかわらず，次の表に掲げる課程及び学科並びに合計に係

る年度別の収容定員は，次の表のとおりとする。

平成 平成 平成 平成 平成学 部 課程・学科 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

人 人 人 人 人

教育学部 学校教育教員養

成課程 ７６０ ８４０ ９２０ 1,000 1,000

従前の課程

総合教育課程 ２４０ １６０ ８０ － －

薬学部 薬学科 ４０ ８０ １２０ １６０ ２００

創薬科学科 ４０ ８０ １２０ １６０ １６０

従前の学科

総合薬学科 ２４０ １６０ ８０ － －

計 ３２０ ３２０ ３２０ ３２０ ３６０

合 計 9,400 9,340 9,220 9,220 9,260
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７ 改正後の別表第２の規定にかかわらず，次の表に掲げる研究科及び専攻に係る年度別

の収容定員は，次の表のとおりとする。

博士前期課程 博 士 後 期 課 程

研 究 科 名 専 攻 名 収容定員 収 容 定 員

平成１８年度 平成１８年度 平成１９年度

文化科学研究科 社会文化基礎学専攻 ３０

比較社会文化学専攻 ４２

経営政策科学専攻 ２８

社会文化学専攻 ２４ １２

計 １００ ２４ １２

社会文化科学 社会文化基礎学専攻 ２７

研究科

比較社会文化学専攻 ４０

公共政策科学専攻 １９

組 織 経 営 専 攻 １４

社会文化学専攻 １２ ２４

計 １００ １２ ２４

附 則

この学則は，平成１８年４月１日から施行する。

附 則

１ この学則は，平成１９年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第２の規定にかかわらず，平成１９年度及び平成２０年度の自然科学研

究科の先端基礎科学専攻及び地球物質科学専攻の収容定員は，次の表のとおりとする。

博 士 後 期 課 程

研 究 科 名 専 攻 名 収 容 定 員

平成１９年度 平成２０年度

自然科学研究科 先端基礎科学専攻 41 37
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地球物質科学専攻 4 8

附 則

１ この学則は，平成１９年４月１日から施行する。

２ 改正後の第１５条の規定にかかわらず，特殊教育特別専攻科は，平成１９年３月３１

日に在学する学生が当該専攻科に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。

３ 前項の規定により存続する専攻科における学生の教育に係る事項については，従前の

例によるものとする。

附 則

１ この学則は，平成２０年４月１日から施行する。

２ 改正後の第５６条第１項の規定にかかわらず，教育学研究科の学校教育専攻，障害児

教育専攻，国語教育専攻，社会科教育専攻，数学教育専攻，理科教育専攻，音楽教育専

攻，美術教育専攻，保健体育専攻，技術教育専攻，家政教育専攻，英語教育専攻，養護

教育専攻，学校教育臨床専攻，カリキュラム開発専攻及び教育組織マネジメント専攻は，

平成２０年３月３１日に在学する学生が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続する

ものとする。

３ 前項の規定により存続する専攻における学生の教育に係る事項については，従前の例

によるものとする。

４ 改正後の別表第２の規定にかかわらず，平成２０年度の教育学研究科及び合計に係る

収容定員は，次の表のとおりとする。

修 士 課 程

研 究 科 名 専 攻 名 収 容 定 員

平成２０年度

人

教育学研究科 学 校 教 育 学 専 攻 6

発 達 支 援 学 専 攻 9

教 科 教 育 学 専 攻 47

教育臨床心理学専攻 8

従 学 校 教 育 専 攻 10

前 障害児教育専攻 3

の 国 語 教 育 専 攻 4

専 社会科教育専攻 8

攻 数 学 教 育 専 攻 4

理 科 教 育 専 攻 10

音 楽 教 育 専 攻 5

美 術 教 育 専 攻 5

保 健 体 育 専 攻 5

技 術 教 育 専 攻 3

家 政 教 育 専 攻 3

英 語 教 育 専 攻 5

養 護 教 育 専 攻 3
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学校教育臨床専攻 9

ｶﾘｷｭﾗﾑ開発専攻 7

教育組織ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ専攻 6

計 160

合 計 1,580

５ 改正後の別表第４の規定にかかわらず，平成２０年度の教育学研究科及び合計の収容

定員は，次の表のとおりとする。

教職大学院の課程

研 究 科 名 専 攻 名 収 容 定 員

平成２０年度

人

教育学研究科 教職実践専攻 20

計 20

合 計 20

附 則

この学則は，平成２０年４月１日から施行する。

附 則

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。

２ 改正後の第５６条第１項の規定にかかわらず，自然科学研究科の地球物質科学専攻は，

平成２１年３月３１日に在学する学生が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続する

ものとする。

３ 前項の規定により存続する専攻における学生の教育に係る事項については，従前の例

によるものとする。

４ 改正後の別表第１の規定にかかわらず，医学部の医学科及び計並びに合計の収容定員

及び入学定員は，次の表のとおりとする。

収 容 定 員

学 部 学 科 等

平成 平成 平成 平成 平成

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

人 人 人 人 人

医学部 医学科 600 610 620 630 640

計 1,280 1,290 1,300 1,310 1,320

合 計 9,230 9,280 9,330 9,340 9,350
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収 容 定 員 入学定員

平成26年度から 平成 平成 平成 平成 平成 平成21年度から

平成29年度まで ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 平成29年度まで

人 人 人 人 人 人 人

650 645 640 635 630 625 105

1,330 1,325 1,320 1,315 1,310 1,305 265

9,360 9,355 9,350 9,345 9,340 9,335 2,195

５ 改正後の別表第２の規定にかかわらず，自然科学研究科の次の表に掲げる専攻及び計

並びに合計に係る年度別の収容定員は，次の表のとおりとする。

前 期 及 び 後 期 の 課 程 の 区 分 を 設 け な い 博 士 課 程
博 士 前 期 課 程

博 士 後 期 課 程

研究科名 専攻名 収容定員 収 容 定 員

平成 平成 平成 平成 平成

２１年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

人 人 人 人 人

自然科学 地球科学専攻 36 － － － －

研究科

地 球 惑 星 物 質 科 学 専 攻 － 4 8 12 16

従前の専攻

地 球 物 質 科 学 専 攻 － 8 4 0 0

計 782 267 267 267 271

合 計 1,556 959 959 959 963

附 則

この学則は，平成２１年４月１日から施行する。
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別表第１（第５２条関係）

学 部 学 科 等 収容定員 入学定員 第 ３ 年 次

編入学定員

人 人 人

文学部 人文学科 700 175

計 700 175

教育学部 学校教育教員養成課程 1,000 250

養護教諭養成課程 120 30

計 1,120 280

法学部 法学科

昼間コース 820 205

夜間主コース 80 20

計 900 225

経済学部 経済学科

昼間コース 820 205

夜間主コース 160 40

計 980 245

理学部 数学科 80 20

物理学科 140 35

化学科 120 30

生物学科 120 30

地球科学科 100 25

40 20

計 600 140 20

医学部 医学科 620 100 5

保健学科

看護学専攻 340 80 10

放射線技術科学専攻 170 40 5

検査技術科学専攻 170 40 5

計 1,300 260 25

歯学部 歯学科 350 55 5

計 350 55 5

薬学部 薬学科 240 40

創薬科学科 160 40

計 400 80
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工学部 機械工学科 320 80

物質応用化学科 240 60

電気電子工学科 240 60

情報工学科 240 60

生物機能工学科 320 80

システム工学科 320 80

通信ネットワーク工学科 160 40

60 30

計 1,900 460 30

環境理工学部 環境数理学科 80 20

環境デザイン工学科 200 50

環境管理工学科 160 40

環境物質工学科 160 40

計 600 150

農学部 総合農業科学科 480 120

計 480 120

合 計 9,330 2,190 80
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別表第２（第６７条関係）

修 士 課 程 前期及び後期の課程の区分を設けない博士課程

研 究 科 名 専 攻 名 博 士 前 期 課 程 博 士 後 期 課 程

収容定員 入学定員 収容定員 入学定員

人 人 人 人

教育学研究科 学 校 教 育 学 専 攻 12 6

発 達 支 援 学 専 攻 18 9

教 科 教 育 学 専 攻 94 47

教育臨床心理学専攻 16 8

計 140 70

社会文化科学研究科 社会文化基礎学専攻 54 27

比較社会文化学専攻 80 40

公共政策科学専攻 38 19

組 織 経 営 専 攻 28 14

社 会 文 化 学 専 攻 36 12

計 200 100 36 12

自然科学研究科 数理物理科学専攻 72 36

分 子 科 学 専 攻 46 23

生 物 科 学 専 攻 40 20
地 球 科 学 専 攻 32 16

機械システム工学専攻 166 83

電子情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 152 76

物質生命工学専攻 134 67

生物資源科学専攻 84 42

生物圏システム科学専攻 52 26

地球惑星物質科学専攻 20 4

先端基礎科学専攻 33 11

産業創成工学専攻 69 23

機能分子化学専攻 69 23

バイオサイエンス専攻 84 28

計 778 389 275 89

保健学研究科 保 健 学 専 攻 52 26 30 10
計 52 26 30 10

環境学研究科 社会基盤環境学専攻 60 30 18 6
生 命 環 境 学 専 攻 52 26 15 5
資 源 循 環 学 専 攻 100 50 33 11

計 212 106 66 22

医歯薬学総合研究科 医 歯 科 学 専 攻 40 20

創薬生命科学専攻 130 65 48 16
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生体制御科学専攻 160 40

病態制御科学専攻 144 36

機能再生・再建科学専攻 120 30

社会環境生命科学専攻 88 22

計 170 85 560 144

合 計 1,552 776 967 277

別表第３（第６７条関係）

法科大学院の課程
研究科名 専 攻 名

収容定員 入学定員

人 人
法務研究科 法務専攻 180 60

計 180 60

合 計 180 60

別表第４（第６７条関係）

教職大学院の課程

研 究 科 名 専 攻 名

収容定員 入学定員

人 人

教育学研究科 教職実践専攻 40 20

計 40 20

合 計 40 20


